
行政サービス実施コスト計算書
（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（単位：円）

科 目 金 額

Ò 業務費用
\損益計算書上の費用
検査業務費 8¶895¶156¶640

一般管理費 879¶153¶711

財務費用 514¶223 9¶774¶824¶574

]（控除）自己収入等
審査手数料収益 � 9¶095¶629¶400

受託収入 � 13¶236¶162

財務収益 � 3¶843¶869

雑益 � 9¶931¶031

退職給付引当金戻入 � 63¶799¶611 � 9¶186¶440¶073

業務費用合計 588¶384¶501

Ó 損益外減価償却相当額 2¶610¶692¶125

Ô 損益外利息費用相当額 51¶863¶586

Õ 損益外除売却差額相当額 55¶970¶266

Ö 引当外退職給付増加見積額 � 202¶883¶678

× 機会費用
国有財産無償使用の機会費
用

607¶098¶409

政府出資等の機会費用 82¶018¶583 689¶116¶992

Ø 行政サービス実施コスト 3¶793¶143¶792
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注記事項
［重要な会計方針］
１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。
これは、中期計画及びこれを具体化する年度計画等において、一定の業務等と運営費交付金
との対応関係が明確でなく、また、業務実施と運営費交付金とは期間的に対応していないため、
支出額を限度額としての費用進行基準を採用する必要があるためであります。

２．審査手数料収益の計上基準
審査手数料収益は、自動車審査件数の実績に基づき計上しております。

３．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10年～50年
構築物 10年～25年
機械装置 ５年～13年
車両運搬具 ５年～６年
工具器具備品 ３年～10年

なお、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の除
去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累
計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアにつきましては、法人内における利用可能期間（５年）に
基づいております。

４．引当金の計上基準
\ 賞与引当金
役員及び職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当該事業年度に負担すべき見込額
を計上しております。

] 役員退職手当引当金
役員の退職手当の支出に備えるため、自動車検査独立行政法人役員退職手当支給規程に基づ
く期末要支給額を計上しております。

^ 退職給付引当金
職員の退職手当の支出に備えるため、自動車検査独立行政法人職員退職手当支給規程に基づ
く期末要支給額を計上しております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国有財産の無償使用による機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料を参考に計算しております。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成25年３月末利回りを参考に0•564％で計算しております。

６．リース取引の処理の方法
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

［キャッシュ・フロー計算書関係］
資金の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目別の内訳
現金及び預金勘定 4¶982¶794¶229円
定期預金 �2¶500¶000¶000円
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資金期末残高 2¶482¶794¶229円

á á á á á á á á

［行政サービス実施コスト計算書関係］
行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基準第

38に基づき計算された退職一時金に係る退職給付のうち、貸借対照表に引当金を計上していない部
分に係る当期増加額を計上しております。
なお、国等からの出向者に係る引当外退職給付増加見積額として�202¶883¶678円を計上しており
ます。
［金融商品の時価等に関する事項］
１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については短期的な預金に限定して運用しております。�
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